
 

2006 年 8 月 22 日 

 

会 社 名  株 式 会 社 ジュピターテレコム 

代 表 者 名  代表取締役社長 森 泉 知 行 

（コード番号：4817） 

 

 

ジュピターテレコム、ケーブルネット下関の経営権を取得、連結対象に 

 

株式会社ジュピターテレコム（J:COM、本社：東京都港区、代表取締役 最高経営責任者：森泉知行）は、持分

法適用関連会社である株式会社ケーブルネット下関（J:COM下関、本社：山口県下関市、代表取締役社長：斉

藤稔）の発行済み株式の一部を地元株主から譲り受け、同社を連結子会社といたしましたのでお知らせいたし

ます。 

 

㈱ケーブルネット下関は、J:COMグループのケーブルテレビ会社として、山口県下関市を中心に、多チャンネル

テレビ、高速インターネット接続、固定電話、モバイルの4つのサービスをJ:COMブランドのもとで総合的に提供

しております。同社は1996年に当社の100%子会社として設立された後、1997年に下関市を始め、地元企業から

の出資を受け入れ、地元と協力して運営することで企業規模を拡大してきました。今般、地元株主との間で協

議の結果、今回の合意に至ったものです。 

 

地元株主(約60社)からの株式買取り手続きは2006年9月中には完了する予定であり、当社の同社に対する株

式保有比率は、最終的には60%を超える見込みですが、地元株主が合計34％超を継続保有することとなってお

ります。 

 

当社として、今後ともこれまで同様に地域に密着した事業運営を行っていく方針です。 

 

 

 

J:COMについて http://www.jcom.co.jp/ 

株式会社ジュピターテレコム（J:COM）は、1995年に設立された国内最大手のケーブルテレビ局統括運営会社です。

札幌、関東、関西、九州エリアの19社35局を通じて222万世帯以上（2006年7月31日現在）のお客様にケーブルテレ

ビ、高速インターネット接続、固定電話、モバイルの4サービスを提供しています。ホームパス世帯（敷設工事が済み

いつでも加入頂ける世帯）は約813万世帯（2006年7月31日現在）です。主要株主は住商/LGI スーパーメディア, LLC.

で、ジャスダック証券取引所に上場しています（コード番号: 4817）。 

 

この発表文にはジュピターテレコムおよびその関係会社の将来または将来の経営予測に関する事項が含まれています。この発

表文で述べまたは暗示しているこれらの事項には、各種のリスク・不確定な要素などが含まれており、従って、将来における当社

の今後の実績・活動内容・業績などの実質的結果と異なることがあります。 

 

 



【参 考】  

 

１． 株式取得の理由 

地元株主より、㈱ケーブルネット下関の発行済み株式総数20,000株のうち一部を譲り受け、同社を当社

の連結子会社といたしました。これにより同社に対する当社の主導力が高まることとなり、今後グループ

一体運営の更なる強化を図り、機動的、且つ効率的な経営を進めていくこととしています。 

２． 株式会社ケーブルネット下関の会社概要 

（1） 商 号      株式会社ケーブルネット下関 

（2） ブ ラ ン ド 名     J:COM 下関 

（3） 事 業 内 容     有線テレビジョン放送事業、有線ラジオ放送事業、並びに電気通信事業 

（4） 設 立 年 月 日   1996年9月5日 

（5） 本 店 所 在 地   山口県下関市椋野町3-25-3 

（6） 代 表 者   代表取締役社長  斉藤 稔 

（7） 資 本 金   10億円 

（8） 従 業 員 数    41名 （2005年12月31日現在） 

（9） 発行済株式総数    20,000株 

（10） 事業年度の末日      12月31日 

（11） 最近事業年度における業績の動向  

 2004  年 12 月期 2005 年 12 月期 

売 上 高 2,059 百万円 2,306 百万円 

営 業 利 益 223 百万円 312 百万円 

経 常 利 益 183 百万円 270 百万円 

当 期 純 利 益  183 百万円 257 百万円 

総 資 産 3,303 百万円 3,428 百万円 

株 主 資 本 159 百万円 416 百万円 

                                                          注： 日本基準、百万円未満は切り捨て 

 

３．業績に与える影響 

㈱ケーブルネット下関は今月から連結対象となりますが、2006年12月期の通期連結業績への影響は軽微

であると見ております。 

 

以   上 


